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はじめに 
 

 2011 年 4 月 15 日、アジア太平洋地域に IP アドレスを分配している APNIC 及び我が

国の IP アドレスを管理する JPNIC において IPv4 アドレスの通常在庫が枯渇した。 

 我が国の多くのアクセス回線事業者、大手 ISP 等においては IPv6 対応1準備が進展し、

同年春以降、本格的に IPv6 インターネット接続サービス2の提供を開始した。 

 このような状況を踏まえ、総務省「IPv6 によるインターネットの利用高度化に関する

研究会」3においては、IPv6 対応促進に向けた課題や普及方策を検討し、2011 年 12

月に第３次報告書を取りまとめた。 

 2011 年６月に開催された World IPv6 Day に引き続き、米国のインターネット関連非

営利団体の Internet Society は World IPv6 Launch4を企画。本イベントにより、米国の

大手コンテンツ事業者を中心として、本年６月以降、国際的にも IPv6 対応サービスが

本格的に開始した。 

 このため、第３次報告書において指摘された我が国における IPv6 対応に伴う課題（フ

ォールバック問題を含む）に対応する観点に加え、国際的な IPv6 対応の進展状況から

も、IPv6 インターネット接続サービスの利用拡大に向けた取組を加速化していくこと

が重要となっている。 

 以上を踏まえ、総務省では上記研究会を再開して、主に、IPv6 インターネット接続サ

ービスの利用拡大を中心として5、第３次報告書の内容の進捗状況を検証するとともに、

IPv6 対応を更に加速化するため、共有すべき課題とその解決に向けた方向性を明らか

にし、プログレスレポートとしてとりまとめることとした。 

  

                                                  
1 IPv6 に対応したサービス提供が IPv4 と同等に行われているとは言えない現状において、当面は IPv4 

と IPv6 の双方での通信が可能となるような環境（デュアルスタック環境）を維持することが必要とな

る。以下、本レポートにおいて「IPv6 対応」とは、IPv4 に加えて IPv6 を導入することを指す。 
2 「IPv6 インターネット接続サービス」とは、IPv6 によるインターネット接続が可能となるサービスを

指すが、一般利用者はこれを利用することにより、IPv4 と IPv6 のデュアルスタックでの通信環境が実

現される。 
3 本研究会ではこれまで、中間報告書（2009 年６月 23 日策定、

http://www.soumu.go.jp/main_content/000028133.pdf）及び第二次中間報告書（2010 年３月 12 日策

定、http://www.soumu.go.jp/main_content/000058238.pdf）、第３次報告書（2011 年 12 月９日策定、

http://www.soumu.go.jp/main_content/000138333.pdf）を取りまとめた。 
4 脚注７参照 
5 第 3 次報告書においては今後の取組として、IPv6 インターネット接続サービスの利用拡大のほか、中

小 ISP/データセンタ等の IPv6 対応促進に向けた対処、IPv6 利活用サービスの普及に向けた環境整備

を挙げているが、これらの取組も重要であることは言うまでもない。 
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第１章 IPv6 インターネット接続サービス等の進展状況 
 

１．事業者における IPv6 インターネット接続サービス等の提供状況 
 

 2011 年４月 15 日、APNIC と JPNIC における IPv4 アドレスの通常在庫が枯渇したが、

その後、我が国においては、大手 ISP を中心とした IPv6 インターネット接続サービス

の提供が本格化した。 

 

（１） ISP（CATV 事業者除く） 

 ISP（CATV事業者を除く）におけるIPv6インターネット接続サービスの提供について、

2012 年３月、総務省が実施したアンケート調査では、ISP のうち 41％が IPv6 インタ

ーネット接続サービスを「既に提供中（商用サービス）又は実験／試行サービス中」

と回答。2011 年 3 月のアンケート調査では、ISP のうち 10％が「既に提供中（商用

および実験サービス）」と回答しており、対応が大幅に進展している。 

 2012 年３月のアンケート結果を規模別に見ると、５万契約以上の ISP のうち 73％6が

「既に提供中（商用サービス）」と回答。一方で中小の対応は進んでいない。１万契約

未満の ISP のうち９％が「既に提供中（商用サービス）」と回答している。 

 
図 2-1 IPv6 サービスの対応状況（ISP（CATV 事業者除く）） 

                                                  
6 ブロードバンド契約者数全体の約 78%に達する。 
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図 2-2 IPv6 サービスの対応状況（ISP 規模別） 

 

（２） CATV 事業者 

 CATV 事業者の IPv6 対応サービスの提供状況について、2012 年３月、総務省が実施

したアンケート調査では、「既に提供中（商用サービス）」（４％）「実験／試行サービ

ス中」（20％）を合わせると 23％の DC 事業者が IPv6 に対応している。2011 年３月

のアンケート調査では、CATV 事業者のうち 21％が「提供予定（対応中）」と回答し

ており、対応が進展している。 

 2012 年３月のアンケート結果を規模別に見ると、５万契約以上の CATV 事業者のう

ち８％が「実験／試行サービス中」と回答。５万契約未満の CATV 事業者のうち５％

が「実験／試行サービス中」と回答している。 

 

 
図 2-3 IPv6 サービスの対応状況（CATV 事業者） 
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図 2-4 IPv6 サービスの対応状況（CATV 事業者規模別） 

 

（３） データセンタ（DC）事業者 

 データセンタ(DC)事業者の IPv6 対応サービスの提供状況について、2012 年３月、総

務省が実施したアンケート調査では、「既に提供中（商用サービス）」（27％）「実験／

試行サービス中」（23％）を合わせると 50％の DC 事業者が IPv6 に対応している。2011

年３月のアンケート調査では、DC 事業者のうち 29％が「既に提供中（商用および実

験サービス）」と回答しており、対応が拡大している。 

 2012 年３月のアンケート結果を規模別に見ると、売上 100 億以上の DC 事業者のう

ち 46％が「既に提供中（商用サービス）又は実験／試行サービス中」と回答。売上

100 億未満の DC 事業者のうち 38％が「既に提供中（商用サービス）又は実験／試行

サービス中」と回答している。 

 

 
図 2-5 IPv6 サービスの対応状況（iDC／ホスティング・全体） 
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図 2-6 IPv6 サービスの対応状況（iDC／ホスティング・規模別） 

 

（４） コンテンツ事業者、ウェブサイト運用者等 

 2012 年６ 月６ 日に、World IPv6 Launch のイベントが世界同時に開始された。昨年

６月に実施された World IPv6 Day に引き続き、インターネット関連事業者の IPv6 対応

促進を目的として米国の非営利法人 Internet Society（ISOC）が参加を呼びかけ実施さ

れた（参考資料１）。 

 参加者は、同日以降、自社が提供するサービスについて、IPv6 対応を本格的に開始し、

その後も継続する。本イベントにおいては、特に米国を中心としたコンテンツ事業者

が積極的にウェブサイト等の IPv6 対応を実施している。具体的には、Google（米）、

Facebook（米）、Yahoo!（米）、NTT コミュニケーションズ（日）、ソニー（日）等のウ

ェブサイト提供者が参加を表明7した。 

 

 また、2012 年３月、総務省が実施したアンケート調査では、ISP（CATV 事業者除く）

におけるウェブサイトの IPv6 対応状況について、「既に対応済み」「対応予定があり、

一部実施している」との回答を合わせると 36.9％に達する。DC 事業者については、「既
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7 ISOC（Internet Society）のウェブサイト http://www.worldipv6launch.org/participants/によれば、

Google（米）、Facebook（米）、Yahoo!（米）、NTT コミュニケーションズ（日）、ソニー（日）など

3,010 のウェブサイト（うち我が国のウェブサイトは 93）、AT&T（米）、Comcast（米）、KDDI（日）な

ど 77 の ISP 等、Cisco（米）、NEC アクセステクニカ（日）、ヤマハ（日）など５社のホームルータベン

ダが World IPv6 Launch への参加を表明している（2012 年７月 13 日現在）。 
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ICT 系企業及び一部の政府機関8等を中心にウェブサイトの IPv6 対応が進展している

のに対し、一般企業等のウェブサイトについては、必ずしも対応が進んでいない。 

 

２．利用者における IPv6 インターネット接続サービスの利用状況 

 

 グーグルの計測結果9（2012 年７月 13 日現在）によると、グーグルのウェブサイト

へのアクセスについて、全世界の約 0.69%の利用者がインターネット接続で IPv6 を利

用している状況であるとしており、主要国での利用率は、以下のとおりとなっている。 

・ フランス ：4.53% 

・ 日本  ：1.55% 

・ 米国  ：1.18% 

・ 中国  ：0.40% 

・ ドイツ ：0.24% 

・ 英国  ：0.07% 

・ 韓国  ：0.01% 

・ 世界全体 ：0.69% 

 また、KDDI は 2012 年３月時点で、約 40％（契約者数比率）の au ひかりの利用者に

対して IPv6 を展開済みであり（2011 年 6 月時点では 15％程度）、同年度中に 100%

の対応を完了するとしている（参考資料２）。現状、我が国の IPv6 インターネット接

続サービスの利用率の多くは、KDDI が占めるものと考えられる。 

 この点について、グーグルは、KDDI を除くと、我が国の IPv6 インターネット接続サ

ービスの利用率は約 0.3%程度であるとしている（参考資料３）。 

  

                                                  
8 2012 年 7 月現在、IPv6 に対応したウェブサイトを構築しているのは、内閣法制局、内閣府、総務省、

法務省、財務省（国税庁）、厚生労働省の６府省。 
9 http://www.google.com/ipv6/statistics.html 
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第２章 第３次報告書の進捗状況 
 

１．利用者に配慮した IPv6 インターネット接続サービスの提供 
 

（１） 第３次報告書（P27～29）において掲げられている課題・対応 

第３次報告書においては、利用者負担を軽減すべく、「１．利用者に配慮した IPv6 イン

ターネット接続サービスの提供」に関して、以下の課題・対応（抜粋）を挙げている。 

 
１．利用者に配慮した IPv6 インターネット接続サービスの提供 

 IPv6 インターネット接続サービスの利用を拡大するためには、ISP が IPv4 アド

レスの提供に併せて IPv6 アドレスを新規及び既存利用者に積極的に割り振るこ

とが望ましい。 

 利用者負担を軽減すべく、①利用者料金・諸費用の水準、②宅内工事や宅内機器

設置の複雑さ、③契約手続の煩雑さ、等について十分に配慮すべき。 

 

① 利用者料金・諸費用の水準抑制 

 IPv6 の利用拡大のためには、IPv6 インターネット接続サービス利用時の料

金水準は、IPv4 のみによる利用時と比べて同等程度以下であることが望ま

しい。 

 宅内機器（NTT 東西の NGN を利用したトンネル方式におけるアダプタ機器）

の提供価格、工事費（ネイティブ方式における NGN 網内折り返し機能に係る

工事費等）等についても抑制されることが望まれる。 

 

② 宅内機器設定等の簡素化 

 利用者宅内機器の設定・変更に係る負担を最小とする配慮が必要である。 

 NTT 東西の NGN を利用したトンネル方式による IPv6 インターネット接続サ

ービスにおいては、アダプタ機能の追加が必要となる。アダプタ機能が HGW

やブロードバンドルータと一体として提供されることも有効である。 

 利用者の選択可能性を確保すべく機器レンタル制度を設けることが望まし

い。機器レンタル制度は利用者における IPv6 サービスの初期導入コストの

抑制の観点でも導入が望まれる。 

 

③ 契約・手続の簡素化 

 IPv6 を利用する際に生じうる契約等の手続について、可能な限り簡素化さ

れることが望ましい。 

 NTT 東西の NGN を利用したネイティブ方式による IPv6 インターネット接続

サービスは、現状、既存ユーザが IPv6 インターネット接続サービスを利用

する場合には２回、新規ユーザの場合には３回の手続が必要となる。既存ユ
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ーザ向け、新規ユーザ向けそれぞれの場合について、可能な限りの簡素化が

早期に実現されるべきである。 

 

（２） 課題整理 

特に、NTT 東西のフレッツ光ネクストの IPv6 利用拡大については、関係事業者の連携に

より実現されるものであるとの認識の下、上記の第３次報告書の記述内容（利用者に配慮し

た IPv6 インターネット接続サービス提供）について、PPPoE（トンネル）方式、IPoE（ネイ

ティブ）方式に分けて、以下整理する。 

 

① PPPoE（トンネル）方式 

 

 アダプタ機器の提供価格の低廉化等 

 宅内機器の提供価格が抑制されることが望まれる。 

 利用者における初期導入コストの抑制の観点でも機器レンタル制度の導入が

望まれる。 

 アダプタ機能が HGW やブロードバンドルータと一体として提供されることが

有効。 

 

 アダプタ機器の設定簡素化 

 利用者宅内機器の設定・変更に係る負担を最小とする配慮が必要。 

 

 申込手続の簡素化 

 IPv6 を利用する際に生じうる契約等の手続について、可能な限り簡素化され

ることが望ましい。 

 

② IPoE（ネイティブ）方式 

 

 利用者料金（月額料金、工事費等）の低廉化 

 （月額）料金水準は、IPv4 のみによる利用時と比べて同等程度以下であるこ

とが望ましい。 

 工事費についても抑制されることが望まれる。 

 

 申込手続の簡素化 

 IPv6 を利用する際に生じうる契約等の手続について、可能な限り簡素化され

ることが望ましい。 

 現状、既存利用者が IPv6 インターネット接続サービスを利用する場合には２

回、新規利用者の場合には３回の手続が必要となる。既存利用者向け、新規利

用者向けそれぞれの場合について、可能な限りの簡素化が早期に実現されるべ

きである。 
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図 4-1 NTT 東西の NGN を利用したインターネット接続 

 

（３） 進捗状況 

NTT 東西、ISP、VNE 等においては、IPv6 インターネット接続サービスの拡大に向けて、

以下の取組を推進している。 

 

① PPPoE（トンネル）方式 

 

(ａ) NTT 東西の取組 

 アダプタ機器の提供価格の低廉化等 

 NTT 東西は、本件について、「ISP の販売計画を鑑み、ビジネスベースで更な

る低廉化を検討する」としており、日本プロバイダー協会（JAIPA）との協議

を開始したところである。 

 

 ISP 負担の低廉化 

 NTT 東西は、2012 年 12 月から順次、NTT 東西と ISP のインターフェース（網

終端装置）の IPv4/IPv6 両対応を実施することを表明。これにより、ISP の設

備負担を軽減できるとしている。なお、本件については、IPv6 答申10を受けて、

NTT 東西に実施すべき措置として要請している事項であり、着実な実施が求

められる。 

                                                  
10 「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備に関する接続約款

の変更の認可（NGN の IPv6 インターネット接続に係る接続約款の措置）」（2009 年 5 月 26 日諮問）に

対する情報通信・郵政行政審議会の答申（2009 年 8 月 6 日） 
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(ｂ) ISP の取組 

 アダプタ機器の提供価格の低廉化等 

 幾つかの ISP においては、アダプタ機器について、提供価格を抑制する取組が

進展している。 

 具体的には、TOKAI コミュニケーションズにおいて、アダプタ一体型の無線

LAN 付ブロードバンドルータを月額 315 円（開始から３か月は無料。キャン

ペーン期間中の申込の場合は 105 円11）でレンタル提供を実施している（参考

資料５）。 

 また、NTT コミュニケーションズにおいては、World IPv6 Launch に合わせて、

アダプタ一体型の無線 LAN 付ブロードバンドルータの提供価格の抑制（約６

千円程度）等を実施している。 

 ただし、依然として、利用者負担が残る状況が続いており、IPv6 インターネ

ット接続サービスの利用は進んでいない。多くの ISP においては、その利用率

を 0.1%未満であるとしている（参考資料６）。 

 多くの ISP においては、最優先で実施すべき解決すべき課題として、アダプタ

機能と HGW の一体化を挙げている。 

 

 アダプタ機器の設定簡素化 

 本件については、ISP は今後の課題としている。 

 

 申込手続の簡素化 

 一部の ISP（ソネット）においては、利用者からの IPv6 申込手続不要で、IPv6

接続 ID を標準で発行している。これにより、利用者はアダプタ機器を導入・

設定すれば、IPv6 インターネット接続サービスを利用できる状況であるとし

ている。 

 また、NTT コミュニケーションズにおいても、2012 年度中をめどに、申込手

続の不要化及び IPv6 接続 ID の標準発行を実施するとしている。 

 

 ISP 負担の低廉化 

 ISP アウトソーシングサービスを提供する事業者であるフリービットにおいて

は、顧客である ISP に対して、IPv6 サービスを月額無料で提供しており、IPv6

インターネット接続サービスを提供する際に ISP において追加負担が生じな

い取組を推進している（参考資料７、８）。 

 

② IPoE（ネイティブ）方式 

 

(ａ) NTT 東西の取組 

                                                  
11 http://www.t-com.ne.jp/campaign/ipv6_wireless/ 
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 利用者料金（月額料金、工事費等）の低廉化 

 NTT 東西においては、NGN を利用したネイティブ方式による IPv6 インターネ

ット接続サービスを利用する際の必須機能であるフレッツ・v6 オプション

（NGN 網内折返し機能）について、新規契約者（移転含む）の場合には、初

期工事費（2100 円）を無償とすることを表明（NTT 東日本；本年５月 29 日

から対応済、NTT 西日本；本年６月１日から対応済）12。 

 また、NTT 西日本においては、NTT 東日本と同様に、既存契約者の場合につ

いて、WEB 申込又は VNE 代理申込の際、工事費を無料とすることを表明（NTT

西日本；本年６月１日から対応済）。 

 

 申込手続の簡素化 

 NTT 東日本は、新規契約者（移転含む）の場合に、フレッツ・v6 オプション

（網内折返し機能）を申込不要で標準提供することを表明し、本年 5 月 29 日

以降、当該取組が実現している。NTT 西日本については、検討中としている。 

 

 VNE 数の拡大 

 NTT 東西は、VNE 数の増加について、技術的に拡大可能であると表明してお

り、今後、可能参入数及びスケジュールを公表することとしている（参考資料

９）。なお、本件については、IPv6 答申を受けて、NTT 東西に実施すべき措置

として要請している事項であり、透明性を確保しつつ着実な実施が求められる。 

 

(b) VNE/ISP の取組 

 利用者料金（月額料金、工事費等）の低廉化 

 IPv6 インターネット接続サービスの料金水準について、IPv4 サービスに加え

て、一般利用者から月額の個別利用料を徴収しているケースは殆ど見られない。

ただし、一部の ISP においては、追加の月額利用料を徴収しているが、これは

暫定策としており、今後、見直しを検討するとしている。 

 

 

 申込手続の簡素化 

 VNE は、NTT 東西との協議の結果、IPv6 インターネット接続サービスの利用

申込手続のワンストップ化に向けて、VNE（ISP 経由）による NTT 東西へのフ

レッツ・v6 オプション（NGN 網内折返し機能）の代行申込手続を本年２月か

ら導入（参考資料 10）。これにより、ISP において当該制度を採用した場合、

既存利用者は ISP への１回の手続きで IPv6 インターネット接続サービスを申

し込むことが可能となった。 

                                                  
12 ＮＴＴ東日本：http://www.ntt-east.co.jp/release/detail/20120528_01.html 

ＮＴＴ西日本：http://www.ntt-west.co.jp/news/1205/120528a.html 
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 具体的には、NEC ビッグローブは、本年６月から、本取組をサービスに実装し、

NTT 東西におけるフレッツ・v6 オプションの工事費無償化に併せて、既存利

用者の IPv6 インターネット接続サービスの申込みワンストップ化を実現して

いる（参考資料 11）。 

 また、VNE においては、新規利用者の IPv6 インターネット接続サービスの利

用申込と新規 ISP 契約をワンストップ化するため、（さらに、既存利用者の申

込み手続きを一層簡便にするため、）いわゆる「名寄せ制度」の導入を NTT 東

西と協議し、基本的に合意している。これにより、一般利用者が IPv6 インタ

ーネット接続サービスの利用申込の際に現在必要となっている回線 ID 等の提

示を不要とすることが可能になるとしている。（参考資料 10） 

 その際、VNE と NTT 東西において、可能な限り短期間にこの手続（名寄せ手

続）を完了すること（同時申込）により、新規利用者の IPv6 インターネット

接続サービスの利用申込と新規 ISP 契約とのワンストップ化が可能となるこ

とから、VNE、ISP において課題として挙げられている（参考資料 12、13）。 

 既存利用者の場合に、申込不要で IPv6 インターネット接続サービスを提供す

るためには、 フレッツ・v6 オプション（網内折返し機能）の提供方法等につ

いて、ISP 及び VNE はなお課題が残るとしている（参考資料 14、32）。 

 

 ISP 負担の低廉化 

 VNE（JPNE、BBIX）は、ISP が IPv4 と IPv6 の２つのネットワークを運用する

コスト負担を軽減するため、IPv4 over IPv6 サービスを提供準備中であるとし

ている（参考資料４、15）。 

 BBIX は、本サービスの提供に必要となる宅内設備（HGW）を導入するための

試験を実施しているところ、NTT 東西が提供する HGW との連携・共存等に課

題を生じており、その解決方策について、NTT 東西と協議中としている（参

考資料 16、17）。 

 

 

③ その他 

 

(ａ) KDDI の取組 

 KDDI は、2011 年４ 月より、au ひかり利用者に対し、追加料金・諸費用不要、

利用者における宅内工事・機器設定等不要、利用者手続不要によって IPv6 接続

環境の追加提供を順次実施中。2012 年３月末時点で、au ひかりの約４割（契約

数比率）の利用者に IPv6 を展開した。引き続き IPv6 接続環境の提供拡大を進め、

2012 年度中に完了予定としている。（参考資料２） 

 

(b) ケイ・オプティコムの取組 

 ケイ・オプティコムは、2011 年７月より、eo 光ネットのオプションサービス
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として IPv6 インターネット接続サービスを eo 光ネットエリア全域に提供中。

利用者は、同社が月額650円でレンタル提供しているeo光無線ルータを設置し、

IPv6 申込を行うことにより、追加料金不要で IPv6 サービスを利用することが可

能となる。また、2012 年度より、ネットワークの IPv4/IPv6 デュアルスタック

化を進めるとともに、安価な IPv6 対応ルータの開発等により利用者負担の軽減

に努めるとしている。（参考資料 18） 

 

(c) フリービットの取組 

 フリービットは、同社が提供する ISP アウトソーシングサービスにおいて、利用

者端末に専用ソフトウェアをインストールすることにより、利用者の接続環境

に依存せずに簡易に IPv6 接続を可能にするサービスを近日中に提供予定として

いる（参考資料 19）。  
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２．IPv6 インターネット接続サービスの提供範囲の拡大 
 

（１） 第 3 次報告書（P29～30、P34～35）において掲げられている課題・対応 

IPv6 インターネット接続サービスを潜在的に利用できる利用者は、FTTH 全体の４割未

満に留まっており、「２．IPv6 インターネット接続サービスの提供範囲の拡大」に関して、

NTT 東西の FTTH において多くの利用者を抱える B フレッツサービス等について、第３次

報告書では、以下の課題・対応（抜粋）挙げている。 

 

２．IPv6 インターネット接続サービスの提供範囲の拡大 

① B フレッツ利用者に対する IPv6 インターネット接続サービスの提供 

 NTT 東西は、2012 年度末を目途に B フレッツのバックボーンである地域 IP

網を NGN に移行する計画を表明。 

 NTT 東西においては、移行計画の実施後、利用者手続や手数料等なく、早期

に IPv6 対応に係る取組を実施することが望まれる 

 

② モバイル利用者に対する IPv6 インターネット接続サービスの提供 

 モバイル分野においてもアドレス利用に制限がなく、エンド to エンドで直

接通信が可能な IPv6 への早期対応が望まれる。 

 スマートフォンのIPv6対応はIPv6インターネット接続サービスの利用拡大

の観点でも重要。 

 IPv4 アドレス共用技術は、利用者のインターネット利用に制限を及ぼす場

合（企業網へのリモートアクセスが困難になる等）があることから、モバイ

ル端末の能力を最大限発揮させるためには、グローバルアドレスによって真

のエンド to エンドの接続性 を実現することが求められる。 

 

（２） フォールバック問題への対処についての考え方 

 

① B フレッツ利用者に対する IPv6 インターネット接続サービスの提供 

 

(a) NTT 東西の取組 

 NTT 東西は、B フレッツ/光プレミアムについて、ネットワークの基幹部分を

2012 年度末に、一部サーバを 2013 年度末に、NGN に統合するとしている。こ

れらの統合の完了後については、検討中としており、実現に向けた具体的な進

捗は見られない。 

 VNE 及びネイティブ方式を採用する ISP においては、回線変更等の工事費の減免

や、早期の移行計画の公表を求めている。 

 

② モバイル分野における IPv6 インターネット接続サービスの提供 

 

(a) NTT ドコモの取組 
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 NTT ドコモは、2011 年６月１日より、Xi（クロッシィ）のデータ通信端末（mopera 

U（NTT ドコモのモバイルインターネット接続サービス）の利用者が対象）につ

いて、追加料金なしで IPv6 インターネット接続サービスを提供中（ただし、利

用者における個別設定が必要であり、設定の不要化について、検討するとして

いる。）。今後の LTE 端末の普及状況を踏まえて、sp モードについても IPv6 対応

に向けた検討を進めていくとしている。また、M2M 通信の進展など接続機器の

多様化等を踏まえ、IPv6 対応を検討することとしている。（参考資料 20） 

 

(b) KDDI（au）の取組 

 KDDI は、2012 年中に開始する予定の LTE について、一部のサービス（au.NET

（KDDI のモバイルインターネット接続サービス）の利用者が対象）において、

スマートフォンを含めたマルチデバイスで、IPv6 対応を開始する予定としてい

る（参考資料 21）。 

 

③ CATV 事業者の取組 

 

(a) ジュピターテレコム（J:COM）の取組 

 J:COM は、各サービス用に使用しているサーバ及びネットワーク機器の IPv6 対

応を完了させ、2012 年後半より順次 IPv6 インターネット接続サービスの提供

を開始すべく、準備中。新規加入のインターネット接続サービスの利用者には、

今後 IPv6 対応の宅内モデムを提供する方向で検討を進めている。IPv6 インター

ネット接続サービスを提供する際、センター側のモデム（CMTS13）の収容効率

等を踏まえ、当面は IPv6 対応を希望する利用者にのみ、IPv6 アドレスを付与す

る予定。また、既に同社の高速通信サービス（160M、無線ホーム LAN 付き）の

加入者に対しては、簡易的なウェブ申込により IPv6 対応を実施することとして

いる。（参考資料 22、23） 

  

                                                  
13 CMTS；Cable Modem Termination System 
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３．IPv6 対応に伴う技術的諸課題への対応 
 

（１） 第 3 次報告書（P30～31）において掲げられている課題・対応 

フォールバック問題14等の「３．IPv6 対応に伴う技術的な諸課題への対応」について、

第３次報告書では以下の課題・対応（抜粋）を挙げている。 

 

３．IPv6 対応に伴う技術的な諸課題への対応 

 World IPv6 Day においては大規模な障害の発生には至らなかったものの、対策

ソフトウェアの導入等により接続障害を引き起こす問題が除去されることは、コ

ンテンツプロバイダ等が安心して IPv6 対応を実施する上で重要である。World 

IPv6 Day の実施を踏まえ障害の発生状況やその原因が分野横断的に共有され、

ISP、アクセス回線事業者、ソフトウェア事業者、コンテンツプロバイダ等の関

係者において必要な検討を実施し、利用者に作業等の負担がない形でフォールバ

ック問題をさらに軽減する対策が講じられることが望ましい。 

 なお、フォールバック問題回避のための本質的な解決策は IPv4 に加え IPv6 イン

ターネット接続サービスが利用者に利用されることであり、この点からも IPv6

の利用拡大に向けた取組（「利用者に配慮した IPv6 インターネット接続サービス

の提供」、「IPv6 インターネット接続サービスの提供範囲の拡大」）が重要となる。 

 

（２） フォールバック問題への対応の考え方 

 フォールバック問題は、利用者が IPv6 対応のインターネット接続サービスを利用した

場合には発生しないため、IPv6 対応を推進することが本問題への根本的な対応策とな

り、これを目指すことが望ましい。 

 一方で、全ての利用者が IPv6 インターネット接続サービスを利用するまでには一定の

期間を要すると見込まれるため、IPv6 利用拡大の推進に併せて、現状、利用者のイン

ターネット利用環境の通信品質を低下させないためには、暫定的な対策の検討も必要

である。 

 暫定的な対策を講じる場合には、IPv6 インターネット接続に対応した端末の IPv6 通信

を阻害することなく、利用者や既存サービスに与える影響を限定的とするよう配慮す

ることが重要である。 

                                                  
14 特定環境下（IPv6 対応 OS 端末の利用者が、閉域サービスを利用するために IPv6 アドレスを付与され

た環境）において、利用者が IPv6 契約をしていない場合に、IPv4/IPv6 両対応のウェブサイトにアク

セスする際に生じる問題。具体的には、一旦 IPv6 通信によりアクセスを試みるが、閉域の IPv6 アド

レスではインターネットに接続できないため、IPv4 通信に切り替えようとする際、この切替が上手く

いかず、ウェブサイトの表示が遅れる、場合によっては閲覧できない事象が生じること。Google によ

ると、何も対策がなされない場合、日本国内の同社のIPv6対応ウェブサイトへのアクセスした者の約

35％には 890 ミリ秒の遅延が生じ、そのうち約１％は閲覧できないことが報告されている。 
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図 4-2 フォールバック問題の概要 

 

（３） 進捗状況 

 

① 関係者連携による取組 

 JAIPA 及び NTT 東西は、コンテンツプロバイダ、VNE 等の関係者を交え、2011

年 12 月から 2012 年３月まで、フォールバック問題への対応策について協議を行

い、複数の暫定的な対応策について合意した。 

 

② NTT 東西の取組 

 NTT 東西は、JAIPA-NTT 東西協議（2012 年３月）において合意がなされた次の

３つの対策を実施（予定を含む。図 4-3 参照）。ISP の対応と連携することにより、

表示遅延等が解消するとしている。 

 

(a) B フレッツ/光プレミアムの網終端装置での DNS 通知方式（2012 年６月６日までに

対応可能） 

 各 ISP の要望に応じ、2012 年６月６日までに、B フレッツ/光プレミアムの

利用者に対して AAAA フィルタが適用された DNS アドレスを通知する設定を

NTT 東西の網終端装置へ行う。 

 

(b) RADIUS サーバでの DNS 通知方式（2012 年９月以降に対応可能） 

 ISP の RADIUS サーバと連携することにより、フレッツ光ネクストの IPv6 イ

ンターネット接続機能の未利用者に対し、AAAA フィルタが適用された DNS を

通知するよう、2012 年９月までに網終端装置の開発・導入を行う（ISP におい

ては、RADIUS サーバの改修等が必要）。なお、IPv6 インターネット接続機能の
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利用者については、AAAAフィルタが適用されないDNSを通知することにより、

IPv6 インターネット接続が利用可能。 

 

(c) HGW での DNS 通知方式（2012 年 12 月に対応可能） 

 IPoE（ネイティブ）方式の IPv6 インターネット接続サービスの利用者に対

し、VNEのDNSを通知する機能を、NTT東西が提供するホームゲートウェイ（HGW）

に 2012 年 12 月に実装する。これにより、IPoE 方式の IPv6 インターネット接

続サービスの未利用者のみが、AAAA フィルタが適用された DNS を利用するこ

とになる。 

 

 
 

図 4-3 JAIPA-NTT 東西協議において合意がなされた対策のイメージ 

 

③ JAIPA の取組 

 JAIPA では、フォールバック問題に関して、ISP 各社において実施可能な対策とそ

のリスクを示すことを目的とした文書（「World IPv6 Launch への対応について」）

を策定し、以下のとおりフォールバック問題への対応において共有するべき原則

を掲げたうえで、IPv6 対応の普及までの暫定的な対策（前述の NTT 東西と連携し

た対策等）を公表している15（参考資料 24）。 

 

 フォールバック問題対応において共有するべき原則 
 インターネットサービスを提供するネットワークは、本来透明性を確保すべき

であり、問題の解決に当たっては、この特性を損なうような対策は行うべきで

ないこと。 

 IPv6 インターネット接続サービスの利用が根本的にフォールバック問題を解決

できる対策であり、本来的にはこれを目指すべきであること。 

 ISP 各社、コンテンツプロバイダ及び NTT 東西は、この実現に向けて会社を超

えて協力しながら取り組む必要があること。 

                                                  
15 http://www.jaipa.or.jp/ipv6/120511_koukai.pdf 
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 JAIPA では、（具体的にどのような対応をとるかは、各 ISP の判断によるものの、）

利用者及びコンテンツプロバイダ等関係者への ISP 各社の対策の実施状況に係る

情報開示を促すため、「World IPv6 Launch への対策に関するＩＳＰの情報開示ガイ

ドライン」を策定・公表した16。 また、JAIPA では、各社の対応内容を取りまと

めた（表 4-1 参照）17。 

 

AAAA フィルタを適用 
ホームページでの案内や 

問い合わせ対応 

au one net、bit-drive、＠nifty、ASAHI

ネット、EMOBILE 光、AOL,OCN、

InfoSphere、ぷらら、Yahoo! BB、

@T COM 

NEC ビッグローブ、DTI、SYNAPUS、

SANNNET、ODN、SpinNet 

     表 4-1 ISP 各社の取組（JAIPA 取りまとめ） 

 

 JAIPA では、利用者がフォールバック問題に関して実施可能な対策について公表18

している。 

 

 利用者が実施可能な対策 
 IPv6 インターネット接続サービスを利用する 

 フォールバック問題を軽減する仕組みが導入されたインターネット閲覧ソフト

（ブラウザ）や OS にアップデートする19 

 利用者の端末等の通信設定（ポリシーテーブル）を変更する20 等 

 

④ コンテンツ事業者の取組 

 グーグルは、そのウェブサイトを IPv6 対応した場合に、通信品質が劣化した（フ

ォールバック問題による影響を含む）ネットワーク（ISP 等）が利用するキャッシ

ュ DNS サーバに対して、ウェブサイトの IPv6 アドレスを応答しない措置を実施。

これにより、IPv6 インターネット接続サービスの利用者が当該キャッシュ DNS サ

ーバを利用している場合は、IPv6 接続が出来ない状況となる。対象となるキャッ

シュ DNS サーバのリストは随時更改されており、通信品質が改善された場合には、

リストから除外される。 

 BBIX では、コンテンツ事業者の IPv6 対応を目的として、フォールバック問題が発

                                                  
16 http://www.jaipa.or.jp/ipv6launch/W6LISP_guide1.pdf 
17 http://www.jaipa.or.jp/ipv6launch/index.html#no_5 
18 http://www.jaipa.or.jp/ipv6launch/index.html#no_4 
19 Internet Explorer は Version8 と 9 では閲覧できない問題が比較的発生しにくい事が確認されてい

る。Firefox10 以降及び Chrome の Version 11.0.696.71 以降ではフォールバック問題を軽減する対

処が行われているため、遅延が小さく、かつ閲覧できない状態にならない。 
20 IPv4 枯渇対応タスクフォースや NTT 西日本から設定ツールが提供されており、これを利用者が端末に

インストールすることによりフォールバック問題を解消する 
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生しないネットワークに対してのみ、コンテンツ事業者側で IPv6 通信を有効にす

る「DNS ホワイトリスト実験」を Yahoo! JAPAN と共同で実施している（参考資料

25）。 

 ヤフーでは、IPv6 でコンテンツ配信を行った際に発生するフォールバックによる

影響調査（端末側及びサーバ側において遅延時間を計測。）を BBIX 及びソフトバ

ンク BB と共同で実施した（参考資料 26～29）。 

 

⑤ ソフトウェア事業者の取組 

 マイクロソフトは、次期 OS（Windows ８）21において、フォールバック問題の対

策機能を実装する予定としている。具体的には、端末を新規ネットワークに接続

する際に IPv6 の接続性をテストし、インターネットへの到達性を考慮したアドレ

ス及びルートの選択を行う機能を実装するとしている。（参考資料 30） 

 

⑥ フォールバック問題への対策の結果 

 我が国の関係者においてフォールバック問題への対策が講じられた結果、ウェブ

サイトの表示の遅延は、2012 年６ 月６ 日の前後で、平均 280ms から 70ms に、

失敗率は 0.4%から 0.1%に改善されている（グーグル IPv6 統計データ22調べ）。 

 これは、我が国の多くの ISP が、上述のとおり、主に IPv6 インターネット接続サ

ービスの未利用者が利用するキャッシュ DNS サーバに AAAA フィルタを適用した

ことによるものと考えられる。これに加え、コンテンツ事業者が実施した対策に

より、利用者レベルでの影響は更に小さいものと考えられる。 

 一方、対応方針で述べたように、AAAA フィルタはフォールバック問題への暫定

的な対策として一時的に導入されるものであり、IPv6 対応の推進による根本的な

対策を並行して進める必要がある。 

  

                                                  
21 マイクロソフトは、Windows ８を本年 10 月に発売することを発表している。 
22 脚注 9参照 
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第３章 IPv6 インターネット接続サービスの利用拡大の加速化に向けた更

なる取組 
 

１．今後の対応に向けた基本的な考え方 
第２章の進捗状況を踏まえ、IPv6 インターネット接続サービスの利用拡大に係る今後の

対応に向けた基本的な考え方を以下に整理する。 

 

 第 3 次報告書の記載にあるとおり、現時点では、一般利用者において、IPv6 利用に大

きなメリットがないことから、IPv6 インターネット接続サービスを拡大するためには、

利用者負担（利用者料金、機器設定、申込手続）がなく、事業者が IPv6 サービスを積

極的に拡大していくことが必要である。 

 通信事業者等においては、アジア太平洋地域における IPv4 アドレスの在庫枯渇を踏ま

え、IPv6 対応が急務となっていることに加え、特に、我が国においては、IPv6 対応に

伴う課題のひとつであるフォールバック問題に対処するためにも、IPv6 インターネッ

ト接続サービスの利用拡大の加速化が重要である（一時的に、利用者の通信品質の劣

化を防止するための対策については、前述（第２章）のとおり）。 

 

 このため、通信事業者等は、IPv4 インターネット接続サービスの提供に併せて、IPv6

インターネット接続サービスを、利用者に意識させることなくデフォルト（標準）で

提供していくことが望ましい。 

 

 この点、JAIPA においては、フォールバック問題に対処するために共有するべき原則

の中で、以下を挙げている（参考資料 24）。 

 

 IPv6 インターネット接続サービスの利用が根本的にフォールバック問題

を解決できる対策であり、本来的にはこれを目指すべきである。 

 ISP 各社、コンテンツプロバイダ及び NTT 東西はこの実現に向けて会社を

超えて協力しながら取り組む必要がある。 

 

 また、多くの大手 ISP においては、「インターネット接続サービスの利用者に対して、

IPv6 をデフォルト（標準）で提供していくことを目指す」として、IPv6 利用拡大に向

けた取組を進めるとしている。具体的には以下のとおり。（参考資料 10、31、34、37

～39） 

 

 課題を解決し、新規販売において、原則 IPv6 インターネット接続サービ

スを推奨していく[ソフトバンク BB] 

 IPv6 普及には、利用者に意識させない仕組み（「オプション」ではなく「デ

フォルト」提供）が重要[NEC ビッグローブ] 
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 IPv6 付与のデフォルト化に向けて推進中[ニフティ] 

 HGW 所有ユーザすべてに IPv6 アドレスをデフォルトで払い出すことを目

指す[ソネット] 

 ユーザの IPv6 に係る手続きを不要にする、費用を見せなくする必要があ

る[フリービット] 

 利用者が IPv6/IPv4 を意識することなくインターネット利用できる環境

構築を目指す[NTT コミュニケーションズ] 等 

 

 上記を実現するためには、ISP 等は、利用者における負担感を解消することは当然の

こと、新規及び既存ブロードバンド契約者に対して、具体的に IPv6 インターネット接

続サービスをデフォルト提供する方策を検討し、そのために解決すべき課題を明確化

することが求められる。その課題を着実に解決し、具体的な成果を出していくことが、

結果として、IPv6 インターネット接続サービス利用拡大の早期実現に結びつくと考え

られる。 

 ただし、全面的な IPv6 のデフォルト提供を実施するためには、長期的な設備投資等を

必要とし、相当の期間を要することも想定される。そのため、場合によっては、段階

的な実施を念頭に、解決すべき課題の重点化を行い、これに注力することも必要であ

る。 

 特に、NTT 東西のフレッツ網を利用したインターネット接続サービスの提供は、NTT

東西、ISP、VNE 等の複数の事業者の連携により実現されるものである。このため、関

係事業者は、IPv6 インターネット接続サービスの利用拡大を加速化することの重要性

を認識しつつ、課題解決の必要性やそのスケジュール等を共有し、早期の課題解決に

向けて協力しながら取組を進めることが求められる。 

 これらの取組の進捗状況については、適宜、関係者等に対しても情報共有がなされる

ことが望ましい。 

 

 なお、IPv6 インターネット接続サービスの利用拡大に当たっては、NTT 東西や ISP 等

の通信事業者の取組のみならず、今後、大幅な利用拡大が見込まれるモバイル事業者

や、実際に利用者がアクセスするウェブサイト等の IPv6 対応も重要であることは言う

までもない。 

 

 次節では、関係事業者等の意見を踏まえ、今後の重点課題とその対応の方向性を整理

する。 
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２．今後の重点課題とその対応方策 
 

 第２章で記載したとおり、IPv6 インターネット接続サービスの利用拡大に向けた取組

については、各社の取組の成果が実現し始めている。特に KDDI においては進展が著し

く、本年中に au ひかりの利用者に全面的に IPv6 を展開するとしている。 

 NTT 東西のフレッツ光ネクストにおいても、 IPoE 方式を採用する一部 ISP（NEC ビッ

グローブ）において、既存利用者に対して、IPv6 申込のワンストップ化を実現しつつ、

利用者料金不要で、IPv6 インターネット接続サービスの提供を開始するなど、一定の

進展がみられる。  

（なお、本サービスの提供の実現には、ISP における積極的な取組は当然のこと、NTT

東西における工事費の一部無償化や、VNE と NTT 東西の協議によって実現された VNE

による NTT 東西に対する代理申込の導入等が重要であった。） 

 他方、前述のとおり、依然として、IPv6 インターネット接続サービスの利用状況は、

我が国のインターネット利用の１%強であり、残された課題に対して、更なる取組を

進める必要がある。 

 通信事業者等においては、NTT 東西のフレッツ光ネクストにおける IPv6 インターネッ

ト接続のデフォルト提供に向けて、取り組むべき課題として以下を挙げている。第２

章の内容に加え、これらの課題解決に向けて、NTT 東西、VNE、ISP 等が連携して取組

を進めることが重要である。 

 

（１） PPPoE（トンネル）方式 

 

 PPPoE（トンネル）方式を採用する ISP においては、優先して解決すべき課題として

以下を挙げている（参考資料 37～42）。 

 

①  アダプタ機器の導入・設定に係る利用者負担の軽減 

 アダプタと（NTT 東西が提供する）HGW の一体化 

[JAIPA、NTT コミュニケーションズ、ソネット、フリービット、TOKAI コミュ

ニケーションズ等] 

 アダプタ設定の簡素化・自動化  

[OCN、ソネット等] 

 

 JAIPA は、NTT 東西との間で、アダプタ機器の低廉化の実現に向けた協議を開始

している。また、NTT 東西においても、ISP の販売計画を鑑み、ビジネスベースで

更なる低廉化を検討するとしており、当該協議における迅速かつ円滑な検討が望

まれる。 

 なお、NTT 東西は、HGW には新旧のバージョンが混在しており、遠隔アップデー

トによるアダプタ機能の追加について、物理的に不可能なバージョンも存在する
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としている。 

 PPPoE（トンネル）方式においては、現状、アダプタ機器の利用が不可欠であり、

可能な範囲から HGW にアダプタ機能の導入を進めることが、着実な IPv6 の利用

拡大において、効果的であると考えられる。 

 この点、具体的な取組として、JAIPA 及び NTT 東西は、IPv6 トンネル対応アダプ

タ機能の HGW 内蔵化等について、既に協議を開始しており、2012 年度中に、導

入手順・導入スケジュールを具体化することで合意しているとしており、可能な

限り前倒しで検討を進めることが望ましい。 

 さらに、一つの PPPoE セッションでの IPv4/IPv6 両対応等についても、上記に続

き、検討を行うとしている（当該措置には、IPv4/IPv6 両対応のための HGW 及び

網終端装置の開発等が必要）。 

 また、アダプタ設定の簡素化について、NTT 東西は、セットアップツールを利用

することが可能であるとしており、ISP との連携が求められる。 
 

（２） IPoE（ネイティブ）方式 

 

 VNE 及びネイティブ方式を採用する ISP においては、優先して解決すべき課題として

以下を挙げている（参考資料 10～17、32、33、35、36、40）。 

 

①  申込手続の更なる簡素化 

 新規ブロードバンド契約と IPv6 インターネット接続サービスの同時申込みの

ための連携 

[BBIX、NEC ビッグローブ] 

 既存契約者に対する NTT 東西のフレッツ・v6 オプション等の標準提供方策 

[JPNE、NEC ビッグローブ、ニフティ] 

 

②  IPv6 インターネット接続サービスの提供に係る ISP 負担の軽減等に向けた取組 

 VNE における IPv4 over IPv6 サービスの早期実現と、そのための環境整備（NTT

東西が提供する HGW との連携・共存等） 

[VNE、ニフティ] 

 B フレッツ利用者のフレッツ光ネクストへの移行計画の早期公表、及び回線変

更時の工事費の抑制 

[VNE、ビッグローブ、ニフティ] 

 

 ①について、現状、ISP の対応次第で、既存利用者のワンストップ申込は可能とな

っているものの（NEC ビッグローブは対応済）、利用者が IPv6 利用について申込

みを実施するという行為は依然として必要である。 

 VNE 及びネイティブ方式を採用する ISP は、IPv6 利用の申込不要化に向けて、新

規及び既存契約者それぞれの観点から、①の取組を実現することが重要であると
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しており、NTT 東西、VNE 及び ISP による円滑な検討が望まれる。 

 

 ② について、VNE 及びネイティブ方式を採用する ISP は、IPv6 の全面的な普及に

は、ISP 等において IPv4 と IPv6 の２つのネットワークを運用・提供するためのコ

スト負担の軽減が重要であるとしている。 

 その対策の一つとして、BBIX 及び JPNE は、自ら IPv4 over IPv6 サービスを導入す

るとしており、この早期の実現が望まれる。また、BBIX においては、既に本サー

ビスの提供に必要となる宅内設備（HGW）を導入するための試験を実施している

ところ、NTT 東西が提供する HGW との連携・共存等に課題が生じているとしてい

る。既に NTT 東西及び BBIX においては、解決に向けた協議が開始されていると

ころ、可能な限り円滑な事業者間協議が望まれる。 

 

 また、②のうち、「B フレッツ利用者のフレッツ光ネクストへの移行、及び工事費

の抑制」については、VNE 及びネイティブ方式を採用する ISP は、IPv4 と IPv6 の

ネットワーク統合に向けた検討の際、重要な考慮事項であるとしている。本取組

については、第３次報告書においても重要とされているところ、NTT 東西におい

ては、ISP 等が設備計画を適切に検討していくため、移行計画の早期公表が求めら

れる。 

 この点、NTT 東西は、B フレッツ/光プレミアムについて、ネットワークの基幹部

分を 2012 年度末に、一部サーバを 2013 年度末に、NGN に統合するとしている（図

5-1 参照）。その後の対応については検討中としており、ISP 等と協議していきた

いとしている。 

 JAIPA においては、2013 年度早期に、当該協議を開始することを求めており、円

滑な取組が期待される。 

 

 
図 5-1 B フレッツ／光プレミアムのマイグレーションのイメージ 
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（資料 21-3（NTT 東西資料）より） 

 

 さらに、NTT 東西、VNE 及び ISP は、ネイティブ方式の IPv6 インターネット接続サー

ビスの利用環境を充実するため、取り組むべき事項として、以下を挙げている（参考

資料９、14、43、44）。 

 

③  IPv6 インターネット接続サービスの提供に係る事業者コストの低減に向けた取組 

 ネイティブ接続に係る POI(相互接続点）の増設[JPNE]  等 

 

④  ネイティブ方式の IPv6 インターネット接続サービスの提供環境の整備 

 VNE 数の増加[NTT 東西] 

 セキュリティ事案、違法有害情報等に対応するための連携[BBIX] 

等 

 

 なお、これらについては、IPv6 答申を受けて、NTT 東西に実施すべき措置として

要請している事項であり、着実に取組を進めることが重要である。 

 この点、具体的な取組として、第２章に記載したとおり、NTT 東西は、VNE 数の

増加について、技術的に拡大可能であると表明し、2012 年秋に、可能参入数及び

スケジュールを公表することとしている。関係者との調整を踏まえ、可能参入数

及びスケジュールを明確化するとともに、透明性を確保しつつ、可能な限り早期

実現に向けた取組を推進することが重要である。 

 また、POI の増設について、NTT 東西は VNE と協議予定としており、VNE の具体

的な要望等を踏まえ、取組を推進することが重要である。 

 その他、現状、NTT 東西の HGW の有無により、利用者への IPv6 アドレスの付与

方式が異なることから、将来的に ISP 等のサービス提供に制約が生じるおそれが

あるとの指摘がある。このため、IPv6 による自由度の高いサービスの実現に向け

ては、NTT 東西の HGW 以外にルータが存在する場合には、NTT 東西の HGW の有

無にかかわらず、同じ方式のアドレスの付与が可能となる現実的な手法について、

事業者間の円滑な検討が望まれる。（参考資料 45、46） 

 

（３） その他 

 

 本プログレスレポートでは、事業者間連携が必要となる NTT 東西の NGN における IPv6

インターネット接続サービスの利用拡大に係る課題等を中心に記載しているが、第３

次報告書の記載のとおり、NTT 東西以外のアクセス回線事業者やモバイル事業者にお

いても当該取組が重要であることは言うまでもない。 

 アクセス回線事業者及びモバイル事業者においては、IPv6 インターネット接続サービ

スの提供範囲を拡大するとともに、利用者負担（利用者料金、機器設定、申込手続）

を低減する取組を着実に実施し、事業者が積極的に IPv6 インターネット接続サービス
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の利用拡大を推進していくことが重要である。 

 特に、モバイル事業者においては、IPv4 アドレス在庫の不足23等により、アドレス共

用技術24の導入が開始されており、これにより利用者のインターネット利用に制限を

及ぼす場合があること、また、モバイルネットワークは、M2M 通信を支える基盤であ

り、接続機器の増大に対応する必要があることから、一層 IPv6 対応を推進することが

重要となる。 

 

 また、前述のとおり、大手 ISP を中心に IPv6 インターネット接続サービスが本格化し

ているが、利用者における実利用は少ない。また、フォールバック問題に対しては、

前述（第２章）のとおり、多くの ISP においては具体的な対策が講じられているもの

の、コンテンツ事業者や企業等の中には、ウェブサイト等の IPv6 対応を実施すること

によって、IPv4 と同等の通信環境が確保できないおそれがあること等を懸念する者も

存在する。この結果、IPv6 対応へのインセンティブが働きにくい状態にあると考えら

れる。 

 このため、関係者が連携して、各 ISP 等のフォールバック問題への対応状況や IPv6 の

提供状況、ウェブサイト等における適切な IPv6 対処方法等について、コンテンツ事業

者や企業等に、広く周知・情報共有を図ることが重要である。 

 

  

                                                  
23 第二次中間報告書においては IPv4 アドレスの枯渇対策として、①IPv4 アドレスの共用・トランス

レータの活用、②IPv4 アドレスの移転、③IPv6 の導入、について比較を行い、短期的にはアドレス

共用・トランスレータの活用が考えられるが、本質的な対応として IPv6 の導入を図ることが適当で

あるとしている。 
24 一時的であれば、アドレス共用技術により、CGN（Carrier Grade Network Address Translation）を

用いて複数のプライベートアドレスで１つのグローバルアドレスを共用する対応も考えられる。しか

しながら、CGN で将来必要とされるアドレス全てを生み出すことは不可能であり、また、CGN はグロ

ーバルアドレスで利用可能であった VPN 系サービス（企業網へのリモートアクセス等）、P2P サービ

ス（ネットワークゲーム等）、多セッション利用サービス（iTunes、Google Map 等）等の提供に制限

を生じる場合があり、IPv4 アドレス枯渇に対する本質的な問題解決手段とはなり得ない。さらに、

変換によって管理すべきログ情報が膨大となり、ログ情報の取得及び保存に多大なコストがかかり、

事業者によってはログ情報の取得及び保存を断念せざるを得ない場合もある。なお、IPv4/IPv6 トラ

ンスレータ（IPv4 と IPv6 の通信方式を変換する機器。）を活用しても一部サービスの制限、ログ情

報の取得等の問題は同様である。 
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おわりに 
 本プログレスレポートでは、第３次報告書のうち、主に、IPv6 インターネット接続サ

ービスの利用拡大に向けた取組の進捗状況について、フォローアップ等を実施した。 

 第１章で述べたとおり、我が国においては、大手 ISP を中心に IPv6 インターネット接

続サービスの提供が進展している。一方、利用者における利用状況は、他国と同様、

未だ低調である。 

 

 第２章で述べたとおり、フォールバック問題に関しては、通信事業者、コンテンツ事

業者等の連携のもと、対応策が検討・実施されたことから、ウェブサイトの表示遅延

等の問題は大幅に改善された。 

 しかしながら、本問題への根本的な対策は IPv6 インターネット接続サービスが利用さ

れることであり、この利用拡大に向けた取組が重要であることが通信事業者における

共通認識である。 

 利用拡大に向けた取組については、例えば、NTT 東西のフレッツ光ネクストにおいて、

一部 ISP では、工事費の無料化及び IPv6 申込のワンストップ化など利用者に配慮した

サービス提供が実現しつつあるが、更なる利用者負担の低減、サービスの提供範囲の

拡大といった観点からは、依然として課題が残っている。 

 

 第３章で述べたとおり、こうし状況下において、IPv6 インターネット接続サービスの

利用拡大を更に加速化していくためには、IPv4 インターネット接続サービスの提供に

併せて、IPv6 インターネット接続サービスを、利用者に意識させることなくデフォル

ト（標準）で提供していくことが求められる。 

 この点、大手 ISP 各社においては、これを目指して取組を推進していくとの考えを表

明しており、具体的な取組が期待される。同章においては、通信事業者等の意見を踏

まえ、IPv6 インターネット接続サービスのデフォルト提供に向けた今後の重点課題を

整理し、その対応方策を述べた。 

 特に、NTT 東西のフレッツ網を利用したインターネット接続サービスの提供は、NTT

東西、ISP、VNE 等の複数の事業者の連携により実現されるものである。このため、関

係事業者は、早期の課題解決に向けて協力しながら一層の取組を進め、具体的な成果

を出すことが求められる。 

 

 今後も、必要に応じて、進捗状況のフォローアップ等を実施するとともに、IPv6 対応

の促進に係る課題・取組について、引き続き、検討を行っていくことが望まれる。 
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